	[image: image1.png]#= BHAEOT I =0 LERRR Ei:kg

[Eesn [20074£ 97 188 [20089F 9B 20099/ 88 [20105:98 78
SEZC] 20065 2007FFK  [2008FK  [2009FHK
£PuBEh 6753 8721 9,696 10,063
E SHERATEPY 4761 6,019 6,625 6,871
EEER A A HEPY 11,363 11,332 11,380 11,531
- {HEER S AP 13,99 13,886 13,832 12,599
SESHZS BEPUEE 25329 25218 25212 24,130
S EPulEE 37,721 37,556 37,547 35,930
PIs&3HPu B3 44,474 46,277 47,243 45993

" BABUHEE, 2006507~ SISO T =D LISDLT,
EAFNET L= LOMBLA RS- T B0, 2BERTRETHD,





	No.28　　2011．5．12
銀山中学校

神　　貴　夫


核処分場：モンゴルに計画…日米、昨秋から交渉！
　毎日新聞がおどろくべき記事をスクープした。日本・アメリカ・モンゴルの政府間で極秘に核処分場をモンゴルに建設する計画をすすめているというのだ。以下、毎日新聞ニュースより


【ウランバートル会川晴之】経済産業省が昨年秋から米エネルギー省と共同で、使用済み核燃料などの世界初の国際的な貯蔵・処分施設をモンゴルに建設する計画を極秘に進めていることがわかった。処分場を自国内に持たない日米にとって、原子炉と廃棄物処理とをセットに国際的な原子力発電所の売り込みを仕掛けるロシアやフランスに対抗するのが主な狙い。モンゴルは見返りとして日米からの原子力技術支援を受ける。だが、東日本大震災による東京電力福島第１原発事故で日本政府は原子力政策の抜本的な見直しを迫られており、「核のゴミ」を第三国に負わせる手法に批判が出そうだ。関係者によると、３カ国交渉は昨年９月下旬、ポネマン米エネルギー省副長官が主導して始まり、経産省、モンゴル外務省が担当。核廃棄物の国内処分地選定の見通しが立たない日米と、技術支援で核燃料加工施設や原発を建設したいモンゴルの思惑が一致した。

　原子力エネルギーは気候変動を防ぐ有効策とされ、原子炉１基数千億円のビッグビジネス。日本政府は原発輸出を国家成長戦略の柱に据え、ベトナムで受注に成功、インドやトルコとも交渉中だ。しかし、ロシアなどは原子炉と使用済み核燃料の引き取りをセットで販売しており、日米は不利な状況にある。

　日本は英仏に再処理を委託、青森県六ケ所村に再処理施設建設を急ぐほか、同村に高レベル放射性廃棄物の一時貯蔵施設を保有するものの、他国に供給した核燃料の引き取りは極めて困難。２０３５年までに国内に最終処分地を選定する計画も難航が予想される。　2011．5．9　毎日ニュース

毎日新聞は一貫して原発問題を取り上げてきた唯一の全国紙と言っていい。その毎日がスクープした記事は重大な意味を持っている。原子力発電所の稼動を続ける限り大量の放射性廃棄物が出続けることは前号で改めて指摘した。だからこそ「廃炉以外の道はない」と断言した。日本政府はこともあろうに自国で最終処分ができなくなっている核廃棄物をアメリカと共同でモンゴルに持ち込もうとしている。
青森の六ヶ所村に核廃棄物中間処理施設があることは、国際的に見れば特例的な意味がある。原子力発電所から出る核廃棄物を処理するということの本当の意味は、原爆の原料となる（別のいい方をすると再利用可能な）ウランとプルトニウムを取り出すことにある。つまり、この核処理施設を保有することは実質的な「核保有国」になることを意味する。今日、正式な？核保有国はアメリカ・ロシア・イギリス・フランス・中国の５ヶ国である。これらの国は別名「国連常任理事国」とも呼ばれる。この常任理事国以外の国が核保有することがないように監視する役割がＩＡＥＡ(国際原子力機関) だ。日本はＩＡＥＡの監視対象国(核兵器保有を認められていない)であり、「核の平和利用」だけが認められている。ロケット開発技術と原子力発電、再処理施設の3つを保有し、プルトニウム45,993kgを保有する状態は、技術的には「核保有国」と同等であり、本来、国際社会では容認されない状態にある。これを可能にしているのは日米安保の恩恵？によるところが大きいのだ。日本が常任理事国入りすれば、堂々と「核保有国」になることができるのだが、おそらくアメリカは日本を応援することはないだろう。沖縄米軍基地問題を見れば明らかだ。日本をいつでも子飼い(植民地的)状態にしておくのがアメリカの国益に適うからだ。中国にしても侵略の歴史を受けている以上認めることはない。ましてやロシアは言わずもがなである。ちなみに常任理事国の了解なしに、いわば勝手に核兵器開発に成功し保有している国はインド、パキスタン、北朝鮮の3か国である。他に、核保有が確実視されている国にはイスラエルがあり、核保有または核開発の疑惑国にはイラン、シリア、ミャンマーなどがある。

話をモンゴルにもどす。日本がアメリカと一体になって核技術の提供と引き換えに核廃棄物を押し付ける行為は、アメリカが日本へ原発を導入した歴史の焼き写しである。「経済的な利益」と「アメリカ支配圏」の拡大がセットになったものだ。日本がその仲介役を果たし、仲介料として原発売込みと核廃棄物の移管を画策しているとすれば、いずれアジア諸国のみならず、世界から軽蔑されることになる。日本の原子力の流れの概要は以下の通りである。
· 高レベル核廃棄物処技術とは　→　高純度プルトニウム・ウラン抽出、他の高レベル核廃棄物
· 高純度プルトニウム・ウラン　→　核兵器の原料　→　日本の保有プルトニウム量は世界第３位
· 第二次世界大戦敗戦国である日本　→　常任理事国は日本の核兵器の保有を認めず

· 核兵器開発競争の行き詰まり　→　アメリカ原子力産業　→　日本に原発ビジネスとして売り込み開始
· 第５福竜丸被曝　→　反原発に結集する労働運動拡大　→　アメリカ反核運動の弱体化を画策　→　原子力技術を日本に移転　→　「原子力平和利用」キャンペーンを読売新聞社・日本テレビを媒体に展開

· 全国に原発が建設　→　原発事故の多発　→　住民運動の拡大　→　新たな原発立地困難に　→　科学技術立国を掲げ海外に原発輸出政策　→　廃棄物処理をモンゴルへ　→　福島第1原発事故　→　浜岡原発全面停止　→　エネルギー基本計画白紙から論議を　→　今後の日本はどうなる？・・・・
２０mSvの根拠となった「ICRP」と何者か？ 

ＩＣＲＰ（国際放射線防護委員会）という名前が一躍有名になった。文部科学省が示した放射能汚染地域からの退去基準１～２０mSvの根拠はこの「ＩＣＲＰ」が示した基準である。以下、ニュースより

国際放射線防護委員会ICRPは3月21日、Claire Cousins議長らの名で、およびChristpherClement科学事務局長の連名で、福島原発震災における放射線防護レベルの緩和に関するコメントを発表した。その骨子は、緊急時の放射線防護の「参考レベル」を20～100mSvとし、また事故終息後の汚染地域からの退去の「参考レベル」を1～20mSvとすることを忠告。
結論から先に示す。
· ICRPは内部被曝を「無視する」国際基準を提示するための機関である。

· ICRPは戦後60年間、科学者が被爆の実態に具体的にメスを入れることを排除する役割を果たしてきた。

· ICRPの基準はガンマ線での外部被曝はほぼ正確に評価できるが、内部被曝には全く正確さを欠く極端な過小評価を与え続けてきた。
上記の事項から出される結論は、ICRP示す基準は「商業原子炉や核戦略を遂行している人たちの妨げにならないように」つくりあげられたものであるということだ。ICRP自身も核兵器保有国及び原子力関連産業の都合を最優先する組織だということである。そのために内部被曝問題を徹底的に排除してきたのである。ＩＡＥＡ(国際原子力機関)もＩＣＲＰ（国際放射線防護委員会）もいわば同じ穴のムジナの関係にある。いずれも常任理事国(核保有国)の都合にそってつくられた機関であり、日本でいうところの原子力安全委員会と原子力保安院のような関係にある。文部科学省が２０mSvにこだわる理由は、前号でも指摘したが、内部被曝問題の封じ込めがねらいであり、原子力推進政策への悪影響を懸念しているためだ。国民や子どもたちの未来など見てはいない。
「そうではない」というのであれば、「放射線リスク欧州委員会（ECRR）２００３年勧告」を政府としてどう評価するのか明確に示すべきである。


○１９４５－１９８９年の放射線被曝死は６，１６０万人に達した。

○労働者の被曝限度を５mSv以下に、公衆の限度を０．１mSv以下にする。

放射線リスク欧州委員会（ECRR）は、実際に生じている放射線被曝による被害に基づいて、国際放射線防護委員会(ICRP)と現行の法令を根底から批判する報告書を1月末に公表。この報告書『ECRR2003年勧告　放射線防護のための低線量及び低線量率での電離放射線被曝による健康影響』は、まず、ICRPの方法論の科学的欠陥を厳しく指摘している。原子力施設の周辺や事故後に問題となる長期間にわたる慢性的な内部被曝がもたらす影響の評価は、原爆のような短時間での急性の外部被曝の物理的モデルで使われた機械的単純計算では明らかにされない。

ECRRは、放射線生物学における新しい発見とヒトの疫学調査からの最近の研究に基づいて、生きた細胞レベルにおける放射線作用と被曝集団に実際に現れる被害の評価体系を創り出した。それによると1989年までの核実験や原子力利用と事故がもたらした放射能汚染は、6500万人もの人々の死亡原因になっている。ECRRは公衆の被曝限度を0.1mSv以下に引き下げ、労働者の限度も5mSvに引き下げることを勧告した。
　

「法令遵守」の名の下に処分行政を行ってきた文部科学省だが、何より子どもたちの命と安全を守る立場にいるはずだ。全体の奉仕者として、良心を持って公務員の任務を行おうとすれば、やるべきことは基準を直ちに下げ、児童生徒の疎開を優先することだ。土を掘り返すのはその後で十分だ。それができないようなバカ官僚なら教育という仕事に携わるべきではない。現実に起きたチェルノブイリ原発事故の被害を大きく受けたヨーロッパの知見を参考にした判断を出さない限り、この省庁を信用することは到底できない。私が公務員であったとしてもだ。

















































































